






わが国の妊産婦死亡率は戦後著しく低下しているが、先進諸外国に比べるとまだ高率であ

り、これを今後いかにしてさらに低下させるかは、わが国の母子保健の向上に課せられた

重要な問題である。妊産婦死亡は疾患の悪化のみでなく、医学管理、医療体制なども関与

して発生する。したがってこの問題の解決には,単に死亡診断書に記載される死因の統計成

績とそれにもとづく反省や対策だけでは極めて不十分で、先ず死亡例が発生した現場にお

ける実態を正確、詳細に把握し、それを分析しなければならない。 

日本母性保護医協会(以下日母と略す)は昭和 55 年から会員による自主的な母体死亡登録

事業を行っており、昭和 58 年までの 3カ年に 110 例が登録されている。その要領は、日母

を組織している全国各支部にこの登録を実施するための責任者をきめ、死亡例が発生する

と、責任者のもとに予め送付されてある調査用紙を発生施設の医師にとどけ、同調査用紙

への記入を求め､記入が完了したら直ちに日母本部へ郵送して頂き、本部では記入された事

項をコンピュータへ入力して年 1回全例の集計をするとともに、データバンクとして利用

している。また各支部責任者へは、登録の要領細目を送り、実施の円滑をはかるとともに、

調査上疑問が生じたときには、本部の担当役員および事務局に直接問合わせるように希望

している。 

この調査表は、妊婦の身体的因子、社会的背景から医療の状況まで、死亡に関連すると考

えられる 13 項目、65 質問について記入するもので、日母周産期委員会によって作成され

たものである。 


